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交通政策審議会 海事分科会 第９回船舶交通安全部会 

平成２９年１１月２４日 

 

 

【有馬海上交通企画室長】  定刻になりましたので、ただいまから、交通政策審議会海

事分科会第９回船舶交通安全部会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方には、お忙しいところを、またお寒いところをお集まりいただきまして、

まことにありがとうございます。事務局を務めさせていただきます、海上保安庁交通部企

画課海上交通企画室長の有馬でございます。よろしくお願いいたします。 

 本日は、諮問第２９２号「船舶交通安全をはじめとする海上安全の更なる向上のための

取組について」をご審議いただきます。 

 本日、委員、臨時委員１９名のうち、１５名の方の出席をいただいております。交通政

策審議会令第８条第１項に規定する定足数を満たしておりますことを、ご報告申し上げま

す。 

 当部会におきましては、情報公開の観点から、会議自体を公開するとともに、議事録、

会議資料を国土交通省のホームページに掲載することとしております。どうぞよろしくお

願いします。 

 なお、携帯電話等をお持ちの方につきましては、マナーモードへの切りかえをよろしく

お願いいたします。 

 それでは、開催に当たりまして、中島海上保安庁長官より、ご挨拶を申し上げます。よ

ろしくお願いいたします。 

【中島長官】  皆さん、こんにちは。海上保安庁長官の中島でございます。第９回の船

舶交通安全部会の開催に当たりまして、一言ご挨拶申し上げたいと思います。 

 本日は、皆様に、ご多忙の中、お集まりいただきまして、この場をおかりして御礼を申

し上げたいというふうに思います。 

 現在、我が国周辺海域をめぐる情勢というのは、一層厳しさを増しております。こうし

た情勢に対しまして、政府が、昨年１２月でありますけれども、「海上保安体制強化に関す

る方針」というのを決定いたしました。会議において安倍総理のほうから、今後、本方針

に従って継続的に海上保安体制の強化を図って我が国の平和で豊かな海をしっかりと守っ

ていくという旨のご発言があり、これを受けて海上保安庁では尖閣領海警備体制の強化等
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を図っている状況であります。 

 一方で、我が国周辺海域においては、船舶事故は減少傾向にはございますが、依然とし

て海難によって尊い命が失われております。加えて、我が国の輸出入の貨物の９９.６％、

ほぼ１００％でありますけれども、これが海上輸送によるものであることに鑑みれば、海

上交通の安全確保は日本の経済を支える根幹であるとも言えると、私は思っております。

そのため海上保安庁は海上交通の安全確保も重要な業務として取り組んでおりまして、こ

うした業務は海上保安庁の伝統的・普遍的業務の大きな柱というふうに考えております。 

 さて、我が国の海上交通安全政策を決定するに当たりましては、当庁のみで検討をする

のではなくて、各分野有識者のご意見を広くいただきながら策定することが重要だろうと

いうふうに考えております。そのため、海上保安庁では、平成１５年から概ね５年ごとに

交通政策審議会海事分科会において船舶交通安全政策が果たすべき役割と方向性等につい

てご議論いただいたものを交通ビジョンとして位置づけ、これを推進してまいりました。

第３次交通ビジョンの期間が来年で終了いたしますが、昨今、社会情勢が目まぐるしく変

化をしていることを踏まえますと、これらに対応できるように新たな交通ビジョンを策定

する必要があろうかと考えております。また、策定に当たりましては、安全の確保にしっ

かりと軸足を置いた上で、生産性向上・効率化、あるいは地方創生の推進等といった、政

府全体の動きにも注視をしていきたいというふうに考えております。さらに、多様化・活

発化する海上活動の状況等を踏まえまして、当庁が従来から取り組んできておりました船

舶交通の安全の確保を基本として、海上の安全を広く捉えた上で、さらに向上させていき

たいと考えております。 

 今回の諮問のタイトルにつきましては、「船舶交通安全をはじめとする海上安全の更な

る向上のための取組について」としております。委員の皆様の幅広い見識と豊富な経験か

らご指導いただきますよう心よりお願いし、挨拶にかえさせていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  ありがとうございました。 

 長官は、業務都合により、ここで一度退席されます。 

【中島長官】  失礼します。 

（中島長官退席） 

【有馬海上交通企画室長】  報道の方にお願いいたします。カメラ撮りはここまでとな

っておりますので、よろしくお願いいたします。 
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 次に、委員及び臨時委員のご紹介をいたします。時間の都合もございますので、新たに、

もしくは交代された方々のみご紹介させていただき、その他の方々につきましては配席図

をもってかえさせていただきたいと思います。 

 初めに、部会長についてご紹介いたします。交通政策審議会委員の河野真理子委員の任

期が本年３月１２日で終了いたしました。これに伴い、同日をもちまして船舶交通安全部

会長の席が空席となっておりましたが、船舶交通安全部会の委員及び臨時委員の皆様の互

選により、本年５月８日付で河野真理子委員が船舶交通安全部会長に選出されましたこと

をご報告申し上げます。 

 河野部会長、一言お願いいたします。 

【河野部会長】  河野でございます。また部会長をさせていただきます。先ほど長官の

ご挨拶にございましたように、海上保安庁のお仕事はますます多様化していることと思い

ます。第４次交通ビジョンの策定につきましても、皆様方のさまざまなご意見と専門的な

ご知見をいただきたいと思います。皆様のご協力をいただきながら進めさせていただきた

いと思います。何とぞよろしくお願いいたします。 

 また、交通政策審議会令第７条第５項及び船舶交通安全部会運営規則第４条第２項の規

定によりまして、部会長代理は委員のうちから部会長の私が指名させていただくこととさ

れております。そこで、私から部会長代理を指名させていただきたいと存じます。 

 部会長代理は木場委員にお願いしたいと考えております。本日、木場委員はご都合によ

りご欠席でございますけれども、事前にご了承いただいておりますので、ご報告をさせて

いただきたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  ありがとうございました。 

 続きまして、本日ご出席の方々のうち、新任の臨時委員になられた方をご紹介させてい

ただきます。 

 まず、本年７月２６日付で前任の方と交代され臨時委員となられました、日本水先人会

会長、石橋臨時委員でございます。 

【石橋委員】  石橋でございます。よろしくお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  同じく、日本船主協会副会長の磯田臨時委員です。 

【磯田委員】  磯田でございます。よろしくどうぞお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  同じく、日本船長協会会長の葛西臨時委員です。 

【葛西委員】  船長協会の葛西でございます。よろしくお願いします。 
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【有馬海上交通企画室長】  続きまして、本年１１月１７日付で新たに臨時委員となら

れました、海上技術安全研究所の伊藤臨時委員です。 

【伊藤委員】  伊藤でございます。よろしくお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  同じく、日本マリン事業協会理事の田久保臨時委員です。 

【田久保委員】  田久保です。よろしくお願いします。 

【有馬海上交通企画室長】  それでは、お手元の資料の確認をさせていただきます。ま

ず配付資料一覧と書いた紙の、クリップ留めの資料でございます。配席図、議事次第、名

簿、諮問文書、付託文書、審議スケジュールとなっております。 

 続いて、部会資料としまして、「船舶交通安全をはじめとする海上安全の更なる向上のた

めの取組」と題した資料でございます。それと、別冊資料としまして、「検討中の施策」で

ございます。 

 加えまして、参考資料として配付させてもらっておりますが、「第３次交通ビジョン」「平

成２８年海難の現状と対策」「海上保安レポート」の３冊、それと、「海上保安庁交通部」

「航路標識」のパンフレットを配付させてもらっております。最後にご説明しました参考

資料の「第３次交通ビジョン」等につきましては、会議終了後、事務局のほうで回収させ

ていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 資料のほう、抜けはございませんでしょうか。 

 それでは、議事に入ります前に、お手元のマイクの取り扱いについて、お知らせいたし

ます。発言の際にはお手元の「トーク」ボタンを押し、終わりましたら再度「トーク」ボ

タンを押して、赤いランプが消えた状態にしていただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

 それでは、議事に入らせていただきたいと思います。ここからの進行は、河野部会長に

お願いしたいと存じます。河野部会長、よろしくお願いいたします。 

【河野部会長】  ありがとうございます。河野でございます。議事を進めてまいります

ので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 平成２９年１０月１８日に国土交通大臣から交通政策審議会長に対し、「船舶交通をは

じとめする海上安全の更なる向上のための取組について」、諮問があり、審議することが当

部会に付託されております。この付託を受けまして、既に事務局から事前説明がございま

したとおり、３回にわたり審議することといたしておりますが、第１回目の今回は、第３

次交通ビジョンの総括と第４次交通ビジョン策定に向けた方向性の審議が目的となってお
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りますが、第４次交通ビジョン策定に向けた方向性の審議を重点的に行いたいと存じます。 

 今回の部会資料は、第１項目で第３次交通ビジョンの総括等、第２項目で第４次交通ビ

ジョンの方向性としており、第３項目に海難の定義見直しとしております。海難の定義見

直しについては、第４次交通ビジョン策定にも大きくかかわってきますが、別の委員会で

検討中であり、今回はご参考までに現状を報告いただきたいと思っております。 

 まず、事務局から、諮問文書、第１項目の第３次交通ビジョンの総括等につきまして、

ご説明いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【小林主任官】  交通部企画室の小林と申します。よろしくお願いいたします。 

 まず初めに、ご審議いただく時間を十分に確保するために、従前にご説明しました資料

につきましては簡潔に説明したいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 諮問文からまいります。諮問第２９２号「船舶交通安全をはじとめする海上安全の更な

る向上のための取組について」です。 

 諮問理由。船舶事故は減少傾向にあるものの、依然として海難により、尊い人命が失わ

れております。また、大規模海難が起きれば、我が国の経済にも多大な影響を与えるおそ

れがあり、さらには大規模災害の発生も想定されております。その上、昨今、社会情勢は

大きく変化しており、海上における活動が活発化・多様化するとともに、海上交通の生産

性の向上等の取り組みが進められているところでございます。このような中、技術革新が

進むとともに、ビッグデータ利用環境も整備されたことで、海上活動に係る情報のニーズ

が高まり、さらに国民の安全に対する意識も高まっていると、認識しております。さらに

は、２０２０年、オリンピックが東京臨海部で開催されることから、海上安全の確保も求

められております。このように社会情勢が変化する中、時代の要請に的確に応えていくた

めには、従来から行ってきた船舶交通安全施策とともに、より広く海上の安全を確保し、

さらに一段高いレベルに引き上げる必要があることから、海上保安庁が今後とるべき政策

の方向性について、ご意見を賜りたく、諮問するものでございます。 

 引き続きまして、会議資料の４ページをお願いいたします。第３次交通ビジョンの総括

等でございます。交通ビジョンは、海上交通安全行政が果たすべき役割と方向性及びその

ための手法を提示するものでございまして、おおむね５年をめどに、これまでの安全対策

の評価ですとか、航行環境の変化等を踏まえ、策定されてきました。第１次交通ビジョン

につきましては平成１５年から開始され、現在は第３次交通ビジョンの計画期間中でござ

います。 
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 ５ページをお願いいたします。第３次交通ビジョンにつきましては、船舶交通の安全・

安心を目指した取組といたしまして、七つの大きな重点施策と三つの目標を掲げて、取り

組んでまいりました。その評価の代表例として、次のページからご紹介させていただきた

いと思います。 

 ６ページをお願いいたします。ふくそう海域の安全対策における、海上交通管制の一元

化でございます。平成２８年５月に海上交通安全法等の所要の改正を行いまして、法令に

基づく命令・管制を実施する制度というものを確立しております。東京湾で一元的な管制

が開始されることにより、海域の安全性がより確実に担保されるということが期待できま

す。さらには、他の海域においても海上交通管制の一元化を図る必要があると考えており

ます。 

 ７ページをお願いいたします。法令改正の概要でございます。非常災害時における機能

といたしまして、船舶の移動命令制度の創設でありますとか、聴取義務海域の拡大、さら

には船名等の通報制度の創設というものを行っております。これによりまして、津波等に

よる船舶事故の未然防止でありますとか、円滑な海上交通機能の維持が期待されていると

ころでございます。平時におきましては、事前通報を海上交通センターに一本化し、手続

を簡素化するとともに、入港時刻等の指示制度を創設しております。これによりまして、

民間船舶の事務負担軽減でありますとか、船舶交通の混雑緩和に寄与しているものと考え

ております。 

 ８ページをお願いいたします。準ふくそう海域の安全対策における、ＡＩＳ仮想航路標

識等を活用した安全対策の推進でございます。伊豆大島西岸における整流対策といたしま

して、推薦航路の導入が決定しております。平成３０年１月１日より施行予定でございま

す。これにより、同海域における整流化が進み、海難事故の減少が期待されております。

また、他の準ふくそう海域においても、引き続き、こうしたものの設定の検討を実施して

いきたいと考えております。 

 ９ページをお願いいたします。小型船舶の安全対策における、海難防止対策のマネジメ

ント体制の確立でございます。海上交通業務執行体制の強化といたしまして、小型船舶に

対する安全対策を担う組織として、平成２８年に安全対策課というものを設置しておりま

す。これによりまして、海難の調査から小型船舶の安全指導等に至るまで一元的に実施で

きるような体制を整えております。さらには、海難分析手法の高度化に係るソフトという

ものを導入しております。これによりまして、海難データを自動的に可視化し、新たな傾
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向を発見できるような体制を整えております。また、海の安全推進アドバイザー制度とい

うものを構築しております。アドバイザーによる講習会等の助言を活用し、現場における

海上保安官の安全指導能力というものを向上させております。こうした取組等によりまし

て、平成２８年の小型船舶の事故は過去最小の１,０７１隻となっております。 

 １０ページをお願いいたします。航路標識の整備・管理の在り方における、航路標識の

最適配置の推進等でございます。厳しい財政制約のもと、海上保安庁が設置・管理する航

路標識のうち、機能が重複し、または必要性が低下したもの航路標識につきましては、合

理化を実施しているところでございます。また、灯浮標をプラットフォームとした気象情

報提供システムの整備を行っておりまして、全国７カ所の整備を完了しているところでご

ざいます。航路標識の効果的かつ効率的な整備・管理が計画的に進められておりますが、

航路標識の最適配置については引き続き実施していきたいと考えております。 

 １１ページをお願いいたします。大規模災害発生時における船舶交通安全対策の一つと

いたしまして、航路標識の耐震化、自立型電源化等の整備を行っております。この整備に

よりまして、航路標識の防災・減災体制の強化が計画的に図られており、災害発生時の安

全対策の強化が進められております。また、未実施の標識については、引き続き実施して

いきたいと考えております。 

 １２ページをお願いいたします。戦略的技術開発でございます。次世代ＡＩＳの国際標

準化というものに取り組んでおります。この取組により、ＩＡＬＡにおいてＶＤＥＳの技

術的な国際基準案というものが取りまとめられております。今後、ＶＤＥＳの活用に向け

た検討を実施して、長期的な船舶交通安全政策を見据え、安全性・効率性につなげていき

たいと考えております。 

 続きまして、１３ページをお願いいたします。長期的な目標の達成状況というところで

ございます。海上保安庁は、２０２０年代中に現在の船舶事故隻数を半減させたいと考え

ております。現在のところ、平成２９年の船舶事故隻数につきましては、推測値で１,９４

６隻となっており、減少傾向にあります。 

 １４ページをお願いいたします。第３次ビジョン計画期間中における、計画目標の達成

状況でございます。ふくそう海域における衝突・乗揚げ事故のうち、ＡＩＳ搭載船の通航

隻数１００万隻当たり７６隻以下という事故率を維持したいと考えております。平成２９

年の推測値につきましては５６隻であり、目標とする７６隻以下を維持できる見込みとな

っております。 
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 １５ページをお願いいたします。港内における衝突・乗揚げ事故の減少であります。港

内において情報提供の対象となる船舶の衝突・乗揚げ事故を、年平均に対して半減させた

いと考えております。現在、対象海域の発生につきましては、平成２９年については、推

測値で１５隻となっております。さらに、一元的な海上交通管制が開始されれば、さらな

る事故の減少が見込まれているところでございます。 

 １６ページをお願いいたします。小型船舶の事故のうち、年平均から３割減させたいと

いう目標を立てております。事故隻数は、平成２９年の推測値で９４４隻となっておりま

す。引き続き、強力に計画を推進していく必要があると考えております。 

 続きまして、１８ページをお願いいたします。海難の発生状況でございます。船舶種類

別の船舶事故発生状況でございますが、小型船舶の事故が全体の約８割を占めているとい

うものを示ししております。 

 １９ページをお願いいたします。死者・行方不明者を伴う船舶事故でありますが、小型

船舶の事故によるものが全体の９割を占めております。 

 ２０ページをお願いいたします。海域別の海難事故発生状況でございますが、船舶通航

量の多い、ふくそう海域、準ふくそう海域、港内における事故が、全体の７割を占めてお

ります。 

 ２１ページをお願いいたします。死者・行方不明者が５名以上発生した衝突・乗揚げ事

故は過去５年で５件発生しておりまして、主に、ふくそう海域、準ふくそう海域で発生し

ているという状況でございます。 

 ２２ページをお願いいたします。原因別の船舶事故発生状況でございます。人為的要因

が約８割を占めております。 

 続きまして、２４ページをお願いいたします。社会情勢の変化と海洋をめぐる基本認識

というところでございます。左側の社会情勢の変化でございます。レジャーが多様化、外

国人の観光客が急増する等、生活様式の変化でありますとか、観光振興が進んでいると、

認識しております。また、地球温暖化に伴う環境対策の推進が進んでおり、再生可能エネ

ルギー等の推進がされていると、認識しております。さらに、人口動態の変化に伴う経済

活動の変化でございますが、少子高齢化の進行に伴いまして、生産性の向上でありますと

か、効率化というものが求められていると、認識しております。また、国民の安心安全へ

の意識というものが向上していると考えており、技術の進歩も目まぐるしいと考えており

ます。こうした状況を踏まえまして、海洋をめぐる基本認識というところでございますが、
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マリンアクティビティが多様化、大型クルーズ船が急増している等、海上活動が多様化・

活発化していると考えております。また、船舶が大型化、自動運航船の実用化を目指して

いるといったところで、海上交通の効率化というものが進んできていると考えております。

また、海運・水産環境の変化に目を向けますと、船につきましては、隻数が減少、入港数

も減少しているという状況です。人に目を向けますと、高齢化、減少、不足というものが

見られております。また、海上活動による情報ニーズが高まっておりまして、さまざまな

海上情報を集約・活用する動きが進んでおります。政府としては、ＭＤＡの構築を推進し

ております。また、大規模災害への備えも必要だろうと考えております。さらに、船舶で

のＩｏＴ、ＡＩ、ビッグデータ等の活用が進んでいると考えております。 

 ２５ページをお願いいたします。具体的には、海上活動の多様化・活発化というところ

でございますが、新たなマリンアクティビティが出現しております。こうしたことに伴い

まして事故は増加傾向にあり、死亡事故も発生している状況でございます。大型クルーズ

船の増加でございますが、政府は、平成３２年までに５００万人の旅客数を目指しており、

大型クルーズ船が急増するものと見込まれております。 

 ２６ページをお願いいたします。洋上風力発電の増加でございます。港湾法の改正等に

よりまして、さらなる増加が見込まれております。液化水素、ＬＮＧの利用促進でござい

ますが、液化水素運搬船というものは平成３２年度以降に実証実験が開始される予定でご

ざいます。さらに、ＬＮＧ燃料船へのバンカリングというものが急増されると考えており

ます。 

 ２７ページをお願いいたします。船舶交通の効率化でございますが、スケールメリット

による輸送コストの低減のため、船舶の大型化が進んでおります。 

 ２８ページをお願いいたします。ＩＣＴやビッグデータ等を活用した運航管理・支援シ

ステムの開発というものが進んでおります。 

 ２９ページをお願いいたします。自動運航船の実用化でございますが、政府は、平成３

７年までに自動運航船を実用化するということで、取り組んでおります。さらには、北極

海航路の利用というものも増加している状況にあります。 

 ３０ページをお願いいたします。海運・水産環境の変化でございますが、日本商船隊の

隻数につきましてはほぼ横ばいにある状況でございますが、内航船、漁船、プレジャーボ

ート等の隻数は減少傾向にあります。 

 ３１ページをお願いいたします。さらに、特定港への入港隻数というものは年々減少し
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ております。また、船舶の高齢化というものも進んでいる状況にございます。 

 ３２ページをお願いいたします。こうした中、船員に目を向けますと、船員というもの

は年々減少している状況にありまして、他方で高齢化も進んでおります。これは、水先人

も同様な状況になっております。一方、外国人船員というものは増加しているという状況

にございます。 

 ３３ページをお願いいたします。海面漁業生産量というものは減少しておりますが、海

面養殖というものはほぼ横ばいになっております。他方で、２０１３年から２０１５年に

かけては生産額につきましては増加傾向にあり、２０１５年につきましては前年比５.８％

増加しております。また、漁船漁業につきましては７年ぶりに１兆円を超えるといった状

況になっております。 

 ３４ページをお願いいたします。海上活動の多様化・活発化、船舶の運航形態の変化等

によりまして、海洋に係る情報のニーズが高まっていると認識しております。また、政府

は、骨太方針等によりまして、公共データのオープン化でありますとか、ＭＤＡというも

のを推進しております。各種情報の集約・共有というものを推進しているところでござい

ます。 

 ３５ページをお願いいたします。南海トラフ地震というものの３０年以内の発生確率が

７０％あるというところでございまして、大規模自然災害への備えというものも必要だと

考えております。 

 ３６ページをお願いいたします。技術革新というものが進んでおりまして、船舶での、

ＩｏＴ、ＡＩ、ビッグデータの活用等も進んでおります。 

 ３７ページをお願いいたします。東京オリンピックが臨海部において開催される状況に

ございます。開催前における海上工事の増加でありますとか、開催期間中における観客輸

送の増加も見込まれております。 

 諮問文と第３次ビジョンの総括等の説明については、以上でございます。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ただいま事務局から、諮問文書及び第３次交通ビジョンの総括等の説明がございました。

皆様方から、ご意見、ご質問をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、工藤委員、よろしくお願いいたします。 

【工藤委員】  ご説明ありがとうございました。１点、確認と、それによってコメント

なのですが、第３次交通ビジョンの評価については、今後、どういった形で取りまとめて、



 -11-

どういうふうに出していくのかということをお聞きしたいと思います。といいますのも、

審議スケジュールを拝見すると、今後は第４次のほうについて進めていくということにな

るかと思うのですが、その前提として、第３次をどのように総括するのかということにつ

いて教えていただきたいのですけれども、それによって、１点、コメントをつけ加えさせ

ていただきます。 

【河野部会長】  事務局、いかがでございましょうか。 

【有馬海上交通企画室長】  第３次ビジョンの評価につきましては、きょうご審議いた

だきまして、それをもって、次回、中間取りまとめを考えておりますけれども、その中で

概要を記載し、ご了解いただこうというふうに考えております。 

【工藤委員】  そうすると、それは、文書にして世の中に出すとかというのではなくて、

議事録の中でまとめるということでよろしいのですね。 

【有馬海上交通企画室長】  第４次ビジョンの中で簡単にサマライズしたいというふう

に考えております。 

【工藤委員】  ありがとうございました。わかりました。 

 実は、そのまとめ方にかかわる部分で１点コメントと、それについてどう考えていくの

かということをお伺いしたいのですが、といいますのも、今回、第３次の総括の部分に関

して、具体的には、１－（１）－⑩以降になるのかと思うのですが、例えば、目標値に対

してどれだけの成果があるかということが⑩から⑬で書かれているのですけれども、計画

期間内にどこまで達成するのかということがあって、それに対して計画期間内の成果がど

うだったのかというものと、平成２９年がどうだったのかというお話が今日はわりと多か

ったので、そこのところをどういうふうに整理したらいいのか。つまり、一番問題になる

のは、例えば、１－（１）－⑫、具体的には１５ページになるわけですが、その前もそう

なのですけれども、平成２９年、３０年では目標値に達していそうだということはわかる

のですが、その前からの時期を踏まえたときに、その期間内の平均値がどうなのかという

と、必ずしもそこにおさまってないものがあるので、これをどのように評価されるかとい

うのは事前に決めていらっしゃったのかどうかということと、それによっては、これはあ

まり簡単ではなさそうな部分がございまして、特に最後の１－（１）－⑬は、おそらく２

９年、３０年で最終的にここまでは行きますねという話なのですが、２０年から２４年の

平均からどれだけ下げるというのは期間内だと目標値に達してないというふうになってし

まうので、そこのところの考え方と、それから、最終的にはそれを、期間内として評価す



 -12-

るのか、期間終了年として評価するのか、教えていただきたいので、よろしくお願いしま

す。 

【河野部会長】  事務局、よろしくお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  まず、第４次ビジョンとの関係ですが、５４ページになり

ますけれども、第４次ビジョン策定は来年の４月もしくは５月になるかと思いますが、海

難の統計はずっと歴年でやっておりますので、第４次ビジョンの評価については、３０年

１月から歴年でスタートさせたいと思っております。ただ、第３次ビジョンにつきまして

は、３０年が目標になっておりますので、とりあえず２９年について評価させていただい

て、３０年分につきましては重なる部分もあるとは思いますけれども、その際に再度評価

かなというふうに考えております。 

  

【河野部会長】  工藤委員、いかがでしょうか。 

【工藤委員】  もう１点伺いたいのは、そもそも評価の考え方なのですが、前回つくる

ときに私は委員ではなかったので、もしかすると誤解をしているのかもしれないですが、

最終年でどこまで行くかという目標をもともと設定しているのか、期間内の平均という考

え方を導入しているのか、若干、必ずしも明らかではないと思われる部分があるのですね。

なぜこれをお聞きしているかというと、今回は２９年で達成しそうだとかっていうことで

いいとは思うのですが、次の目標値をつくるときに、どこからどこまでの、例えば、全体

の期間の平均から何％とか何割という出し方をされているので、その場合に、達成してい

るから、それを前提として第４次でも今回の平成２５年から３０年の間の平均の何割とい

うのをそのまま準用していくのか、そこのところでどういう評価を前提として次に行くの

かということをと教えていただきたいのですね。そうじゃないと次の目標値を設定すると

きに非常に影響すると思うのですが、そこの考え方があまり示されていないような感じな

のですが、私が単に知らなかったら、申しわけございません、撤回します。 

【有馬海上交通企画室長】  まず、数値目標については、今回、５年ごとにやっており

ますので、５年後の達成状況ということで考えておりました。ただ、第４次ビジョンにつ

きましては、現在、海難の定義の見直しも考えておりますので、数値目標についてどうい

った評価をするかというのは、今後また検討をしていきたいというふうに思っております。

他方で、第３次ビジョンにつきましては、毎年、この部会において各施策の評価をさせて

いただいておりますので、第４次ビジョンについても各施策については同様の手法をとる
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というふうになるかと思います。その具体については、今、事務局のほうで検討しており

ますが、ＰＤＣＡサイクルに乗せていくということになりますので、第４次ビジョンがあ

って、その中で毎年のプランがあって、そこがどこまで達成できたかというところを、毎

年この部会で評価していただくという形になるのではないかと考えております。 

  

【河野部会長】  工藤委員、これでよろしいでしょうか。 

【工藤委員】  はい。 

【河野部会長】  ほかに、ご質問、あるいはご意見をいただければと思いますが、いか

がでございましょうか。 

 それでは、伊藤委員、よろしくお願いいたします。 

【伊藤委員】  今、議論があった数値目標に関して私も少し質問をさせていただきたい

のですけれども、数値目標の達成状況として事故が減少しているということは幾つかのグ

ラフから大変よくわかるのですが、一方で船舶の隻数等の減少といったようなことも書か

れておりまして、そういったことを考慮しますと、原因としては、一つは、通っている船

が少ないのでぶつからないとか、そういったようなことがあろうかなとは思うのですが、

今後に関して、第４次の期間などに船がふえていくというようなことも含めて考えていき

ますと、こういったような数値目標の達成状況で今は喜んでいるけれども、船がわんさと

日本に来るようになったら急に変わってしまったみたいなことも考えられるわけで、その

あたりに関して原因をどのように捉えられていらっしゃるかということと、それから、今

後の展望的なものはどのようになっているかということを、ちょっと頭の片隅に入れさせ

ていただければと思いまして、教えていただければと思います。 

【河野部会長】  それでは、事務局、よろしくお願いいたします。 

【江口安全対策課長】  数値目標のセットについては、その対象によってさまざまなケ

ースがありますが、⑬の小型船で例示すれば、もともと９４０隻という３割減の目標の設

定をした際には、過去の海難のトレンド等を含めて目標設定しておりまして、そのときに

は、委員ご指摘の船舶の環境の変化、例えば小型船に関して登録隻数が減っているとか、

そういったことも含めて、過去分のトレンドの延長線上で検討をいたしております。結果、

平成３０年に９４０隻を達成するという５年計画を立てましたが、考え方としては、その

５年間はそれ以前の数年のトレンドが継続するという前提で数値の目標の設定をしており

ますので、それが５年間なら５年間の間に、次のトレンドに向けて、この期間の変化を踏
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まえて次の数値の目標設定をするというような考え方になろうかと思います。なお、小型

船に関しては、９４０隻まで減少させるためには毎年８０隻減少という数字を個別の各年

の目標設定にしております。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 伊藤委員、いかがでございましょうか。 

【伊藤委員】  わかりました。ありがとうございます。 

【河野部会長】  ほかの点についても、いかがでございましょうか。 

 それでは、またご意見等ございましたら、別途、事務局のほうにお寄せいただければと

思います。 

 引き続き、第２項目の第４次交通ビジョンの方向性につきまして、事務局からご説明を

お願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【小林主任官】  第４次交通ビジョンの方向性につきまして、ご説明させていただきま

す。 

 ３９ページをお願いいたします。第４次交通ビジョンで重点的に取り組むべき事項でご

ざいます。社会情勢の変化でありますとか、海洋をめぐる基本認識につきましては、先ほ

どご説明したとおりでございまして、ここから、重点的に取り組むべき事項といたしまし

て、新たな課題への取組として四つ掲げさせていただいております。多様化・活発化する

海上活動への対応、海上交通の生産性向上・効率化への対応、海上交通安全行政の推進を

通じた地域連携・貢献、海上活動情報の統合と活用でございます。さらに、基本的施策の

推進というところでございますが、五つ掲げさせていただいており、ふくそう海域等にお

ける安全確保、小型船舶の安全対策、航路標識等の整備・管理、防災・減災対策、戦略的

技術開発と国際連携推進といたしております。さらには、東京オリンピック等に向けた取

組というものも必要だろうと考えております。現在のところ、重点的に取り組むべき事項

といたしまして、１０個掲げております。これに過不足あるか、ないかというところも、

重点的にご議論いただけたらと考えております。 

 引き続きまして、４１ページをお願いいたします。新たな課題への取組といたしまして、

多様化・活発化する海上活動への対応でございます。基本的な考え方といたしまして、多

様なマリンアクティビティが出現、活発化しております。また、十分な海事知識を有しな

い者が利用している状況も踏まえまして、官民関係者が連携して安全対策を推進する必要

があると考えております。さらには、安全な利用環境というものも整備することが必要で
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す。これらの安全対策には、公助だけでは限界があることから、自助、共助の考え方を取

り入れることも必要です。大型クルーズ船の寄港増加等については、経済振興というもの

を国を挙げて取り組んでいるところ、適切な安全対策を十分に構築しつつ、これら活動の

促進についても十分配慮することが必要であります。 

 ご議論いただきたい論点といたしまして、新たな海上活動の促進と安全対策を両立する

に当たり、留意すべき点はあるか。また、自助・共助の考え方を取り入れる際に考慮すべ

き点はあるか、という点でございます。 

 ４２ページをお願いいたします。海上交通の生産性向上・効率化への対応でございます。

経済の活性化に向けた政府全体の動きを踏まえまして、効率性等、十分配慮することがこ

れまで以上に必要であります。海上交通センターの情報提供の充実等に鑑みまして、海上

交通安全法等の制度を不断に見直していくことも必要であります。この見直しに当たりま

しては、航行安全の確保というものを図りつつ、効率性にも十分配慮することが必要であ

ります。また、大型クルーズ船につきましては、十分な安全対策というものを構築しつつ、

スピード感のある受け入れ環境整備を支援していくことが必要であります。また、自動運

航船につきましては、ＩＭＯ等の動きも注視しながら、検討を着実に進めていくことが必

要です。こうした見直しの具体的検討に当たりましては、海事関係者の全ての合意に基づ

いているものでありますから、安全性の検証というものを十分に行いつつ、関係者の合意

形成を十分に図ることも必要です。また、船員の高齢化につきましては、適切な事故防止

対策を講じる必要があります。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、制度の見直しにおいて、従前と同様の安全性を

確保しつつ、効率性や生産性の向上と両立させるためにはどのような点に留意すべきか、

また、大型クルーズ船の受け入れ環境整備のための支援について、どのような取組が求め

られるか。さらに、自動運航船についてどのような対応が必要か、という点でございます。 

 ４３ページをお願いいたします。海上交通安全行政の推進を通じた地域連携・貢献でご

ざいます。地域連携や海上安全思想の普及は、結果的に海上交通安全行政の推進に寄与す

るものと考えております。この範疇において、持てるツール、アセットを活用した、地域

へ貢献というものを積極的に推進する必要があります。また、灯台には歴史的・文化的価

値を有するものが多数あることから、これら灯台の積極的な活用を図ることも必要でござ

います。また、港則法業務等の的確な運用を通じた、地域貢献が必要であります。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、どのようなツール、アセットが地域貢献に活用
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できるか、という点でございます。 

 ４４ページをお願いいたします。海上活動情報の統合と活用でございます。政府は、骨

太方針等におきまして公共データのオープン化等を推進するとしておりますが、海上活動

の多様化・活発化、海上交通の効率化等、海洋をめぐる情勢が変化する中で、海洋活動に

係る情報のニーズというものが高まっていることも踏まえまして、さまざまな海上活動情

報を統合・分析し、民間に提供するシステムを構築することが必要であります。また、こ

のような情報提供を通じ、経済の発展等の貢献を果たしていくことが必要であります。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、海上保安庁が保有する各種情報等を民間に提供

することについて、どのように考えるべきか。また、民間に提供するに当たって、どのよ

うな点に留意すべきか。さらには、どのような情報ニーズがあるか、また、どのようなア

ウトプットが望まれるか、という点をご議論いただきたいと考えております。 

 引き続きまして、４６ページをお願いいたします。基本的施策の推進でございます。ふ

くそう海域等における安全確保でございます。ふくそう海域等における船舶事故は減少ま

たは横ばいと低水準で推移しておりますが、一たび大規模な事故が発生した場合、我が国

の経済に深刻な影響を与える可能性がありますので、引き続き、ふくそう海域における航

行安全対策というものはしっかり推進していくことが必要であります。具体的には、ふく

そう海域において海上交通管制の一元化の構築、準ふくそう海域において推薦航路の設定

等を進めてまいります。また、航路標識の現状把握と事故発生時の迅速な対応というもの

がとれる体制を構築してまいります。さらには、交通業務に従事する職員の能力向上が必

要であります。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、ふくそう海域等において、今後、どのような施

策を重点的に推進していくべきか。新たに講ずべき施策として、どのようなものが想定さ

れるか。航行安全をさらに向上させるために、海上交通センターにおいてどのような取組

が可能か、という点でございます。 

 ４７ページをお願いいたします。小型船舶の安全対策でございます。小型船舶の事故に

つきましては全体の約８割を占め、死者・行方不明者を伴う船舶事故については全体の９

割となっております。引き続き、小型船舶の安全対策は重点的に取り組むべき課題であり

ます。また、これらの安全対策につきましては、公助だけでは限界がありますので、自助、

共助といった考えを取り入れることも必要だと考えております。具体的には、官民連携に

よる安全対策の推進、ＡＩＳの普及促進、「海の安全情報」の充実等を図りたいと考えてお
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ります。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、さらに検討すべき点、留意すべき点はあるか、

という点でございます。 

 ４８ページをお願いいたします。 

 航路標識等の整備・管理でございます。骨太方針等により、効率的な公共事業の実施と

いうものが求められているところ、これらを踏まえた整備・管理というものを進める必要

があります。具体的には、航路標識の必要性や代替技術を踏まえた合理化の推進でありま

すとか、新技術や汎用品を活用した整備を推進することが必要であります。また、航路標

識等の必要性に係る積極的な広報も必要であると考えております。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、必要性等が低下した施設の合理化の検討を推進

する際に、留意すべき点、工夫すべき点はあるか。さらに、国民に航路標識に関心を持っ

てもらうためにはどのような取組を推進すべきか、という点でございます。 

 ４９ページをお願いいたします。防災・減災対策でございます。政府全体として大規模

自然災害への備えを促進しているところ、発災時における海上交通の安全の確保というも

のも必要であります。東京湾において一元化というものが構築されたことによりまして、

災害発生時の海上交通機能の維持というものが図られております。伊勢湾、大阪湾につい

ても、こうした同様な対応が必要であると考えております。また、特定港において、津波・

台風等に係る、さらなる防災対策、港長業務の適時適切な実施の推進が必要であると考え

ております。また、災害情報を伝達できる体制の構築でありますとか、実践的な訓練も必

要であります。なお、東京湾の一元化ということを踏まえまして、次期ビジョン期間中に

おいては、東日本大震災等に係る防災・減災対策における一定のめどをつけることも必要

であろうと考えております。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、防災・減災対策を検討するに当たり、留意すべ

き点、他に対応すべき事項はないかという点。さらに、特定港等において、どのような防

災・減災対策をさらに進めていくことが可能か、という点をご議論いただけたらと考えて

おります。 

 ５０ページをお願いいたします。戦略的技術開発、国際連携の推進でございます。効果

的な航行安全環境の実現のためには、戦略的技術開発というものが極めて重要であると考

えております。具体的な戦略的技術開発事項の選定に当たりましては、最新の技術動向を

踏まえた上で、ニーズとシーズの双方からアプローチが必要であり、現在のところ、重点
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分野として情報通信技術というものを活用した船舶動静の把握及び予測技術を想定してお

ります。また、国際的に航行安全環境を向上させるために、ＩＭＯ等において、積極的に

技術の提案、国際標準化を図る一方で、新技術の情報収集を行い、我が国への導入を図る

ことも必要であります。さらに、日本のシーレーンの安全確保を念頭に、周辺各国に対し

てハードとソフトを連携させた協力や支援を行うことが必要であります。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、戦略的技術開発において、何を重点事項とすべ

きか。また、国際協力において、我が国シーレーン以外に念頭に置くべきものはあるか、

という点でございます。 

 ５２ページをお願いいたします。東京オリンピック等に向けた取組でございます。東京

オリンピック等は東京湾臨海部で開催されるところ、準備期間中及び大会期間中の海上の

安全を確保することが必要であろうと考えております。また、小型船舶航行情報の把握、

海上安全指導員の活性化、「海の安全情報」等の多言語化等の各種安全対策については、本

大会をめどに整備を図り、その効果を勘案して、必要に応じて全国展開を図っていきたい

と考えております。 

 ご議論いただきたい点といたしまして、開催期間中、東京港においてどのような影響が

あるか。また、どのような事象が発生すると予想されるか。開催に伴う安全対策と通常の

経済活動とを両立させるために留意すべき点はあるか、という点でございます。 

 ５４ページをお願いいたします。第４次交通ビジョンの計画期間でございますが、これ

はおおむね５年としたいと考えております。なお、評価につきましては、計画期間を対象

といたしまして、海難の発生状況の統計につきましては、平成３０年１月からのものを用

いて評価したいと考えております。 

 第４次ビジョンの方向性につきましては、以上でございます。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ただいま事務局から、２の第４次交通ビジョンの方向性について、ご説明がございまし

た。この点につきまして、ご意見、ご質問をお願いいたしたいと思います。どなたからで

も結構ですので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、工藤委員、よろしくお願いいたします。 

【工藤委員】  たびたびで申しわけございませんが、いろいろ重要なテーマが入ってい

て、かなり細かいところまで入れますと相当あるのですが、大きい点で一つ指摘させてい

ただきたいと思います。事前説明のときにも申し上げたのですが、最後の５２ページにあ
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る東京オリンピック等に向けた取組というところなのですが、これについて質問とコメン

トです。 

 質問としては、「東京オリンピック等」と入っているのですが、実際には多分、東京オリ

ンピックをきっかけとしたいろいろな整備ということになると思うのですが、第４次の期

間を考えますと、ちょうど真ん中に東京五輪があるので、先ほどとも関係するのですが、

終わったときにどう評価するかというのが、これだけ非常に難しいと思っております。な

ので、この捉え方をどのようにほかとの整合性を調整した上で入れるかというのは、私自

身はあまり見当がつかないので、それを整理していただきたいということと、実際には、

評価の場合には、その後の、いろいろな残ったレガシーとかも含めて評価されるのだと思

うのですが、それをどういうふうにされるおつもりかというのをお聞きしたいと思います。

といいますのも、５２ページにあるように、開催期間前の準備と開催期間中ということに

なりますと、実際には、２０２０年度、２０２１年の頭に評価が出るもので集約されて、

その後が宙ぶらりんになってしまうので、二つ目のところに、やった結果を全国展開図る

というふうにありますので、ここについては引き続き、２０２１年度、２０２２年度と評

価していかれるのだと思うのですけれども、いずれにしてもこの施策全体が期間中ずっと

有効ではないので、それをどういうふうに整理されるおつもりなのか、その辺についてお

聞きしたいと思います。私自身としては、こういうのはレガシーが非常に重要だと思うの

で、最終的な年度までレガシーを評価するというのは重要だと思うのですが、であれば、

それが明確にわかるように、何をその後評価していくのか、あるいは、どういったインパ

クトを求めているのかというのがないと、この項目だけ中途半端な感じになると思います

ので、その辺、ちょっと整理のほど、よろしくお願いいたします。 

【河野部会長】  事務局、いかがでございましょうか。 

【有馬海上交通企画室長】  まだ部内で十分な議論はできておりませんけれども、まず、

今、委員のほうからレガシーという言葉がございましたが、我々としては、基本的な考え

方の二つ目に書いてございますとおり、オリンピック・パラリンビックに向けて、先行し

てやりたいと思っている部分がございます。そこの部分についてはほかの施策の中にも取

り込んでおりまして、オリンピックで、トライアル、先行して実施いたしまして、その後、

有効性が確認できるのであれば全国展開を図っていこうというふうに思っております。先

ほどもご説明しましたが、期間中毎年、施策ごとに計画を立てていくということになると

思いますので、それの実施状況をしっかりとフォローアップしていきたいというふうに思
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っております。例えば、「海の安全情報」で災害情報を多言語化するとか書いてございます

けれども、これが、２０２１年、２０２２年、どういうふうに全国に展開されていったか、

そういったところを評価していくのではないかなというふうに考えておりますが、いずれ

にしましても、まだ部内でしっかり議論ができておりませんので、そういった方向で、今、

事務局としては考えているということで、ご理解いただければと思います。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 工藤委員、よろしいでしょうか。 

【工藤委員】  そうすると、１点確認ですが、２－（２）－⑩の中に入っているものの

中には、一部はオリンピックの開催年をもって終わるものと、今おっしゃったように、引

き続き実施され続けていって評価を必要とするものの、２種類が実はまざっているという

理解でよろしいのでしょうか。それとも、前者は基本的にはなくて、全て後者だというこ

となのでしょうか。といいますのも、ここに書いてある、例えば開催中の安全対策、要す

るに、リベラルな政策とどちらかというと安全を重視したような政策というのがその間ど

うなるかみたいな話というのはおそらく開催年で終わる話だと思われるのですが、ですか

ら、次の第４次ビジョンの中では、一部はこれで扱い、一部は開催年で終了するような内

容のものも含まれるということでよろしいでしょうか。 

【有馬海上交通企画室長】  ご理解のとおりでよろしいかと思います。 

【工藤委員】  どうもありがとうございます。 

【河野部会長】  ほかにいかがでございましょうか。田久保委員。 

【田久保委員】  確認ですけれども、第４次ビジョンについて、施策展開に当たっての

基本的な考え方があって、論点としてそれぞれ出してあるのですけれども、これについて

もう既に意見を言っていい段階に入っているのですか。 

【有馬海上交通企画室長】  どうぞ。 

【田久保委員】  とすれば、私、マリンレジャーに関する代表みたいなもので今回この

委員会に呼ばれているのでしょうが、マリンレジャーの事故が大変多いということで、４

１ページに、プレジャーボートや水上オートバイ等に加え、マリンアクティビティが多様

になってきていると報告があります。例えば、ＳＵＰ（スタンドアップパドル）に関して

言うと、私どもの業界でもさまざまな団体がありますが、その中で今議論されているのは、

スタンドアップパドルはとてもいい遊びなのですが、海上交通安全に関するルールの基本

をまったく知らない人たちが多いという危惧があります。それと、人気が出始めたばかり
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なので、今はグループで行動されているのが現状です。どこかの教室があって、そこへ何

人かが集まって教室をやっている。さらに、どこかへ行くといっても、２人、３人からの

数人で行動している。今はそれで済んでいるのですけど、もう少しすると単独行が出てき

ます。単独で移動し始めるととても危険じゃないかという意見が出ています。それから、

海の上ではなく、運河で遊んでいる方たちもいらっしゃる。そうすると、モーターボート

で走っているところへ、運河の角から突然出てくる。これは、表現で言いますと、高速道

路をローラースケートで走っているようなものだというような極端な意見もあって、とて

も危険な状態が将来考えられるであろうと。これについては、ボードセーリングなどが出

てきたときもそうですし、新しいアクティビティが開発されるたびに予想できなかった事

故が起きる。ミニボートについてもそうでしたけれども、それについては、そのスポーツ、

遊びをやっている人たちだけで安全を考えるのではなく、同じようにその海域で遊んでい

る、あるいは漁船も関係してくると思うのですけれども、そういう関係者が一堂に会して、

新しいアクティビティに対する安全対策はどうしたらいいのかという話し合いから始めて

いったほうがいいのではないかというのが、私の意見です。 

【河野部会長】  事務局、何かお答えございますでしょうか。 

 安全対策課長、よろしくお願いいたします。 

【江口安全対策課長】  ご意見ありがとうございます。現段階においては、海上保安庁

として、新しいものも含め個別のアクティビティの実態把握がまだ網羅的にできておりま

せん。このため。ＳＵＰのほか、シーカヤック、ミニボート、加えて、最近、社会的問題

化してきております水上オートバイも含めて、それぞれ分科会を設置し、関係者、関係機

関・団体が集まって安全対策に向けて意見交換を進め、共通の安全対策としてのセーフテ

ィ・スタンダードの策定に向けて検討をスタートさせております。ご指摘のように、水域

の相互利用という意味から、相互の連携の話も当然出てきますので、いただいたご意見を

踏まえて、対応を多面化していきたいと思います。 

【河野部会長】  田久保委員、いかがでしょうか。 

【田久保委員】  ありがとうございます。次の段階で出てくるのは、僕、この９月にカ

ヌーヨットショーの取材に行ったのですけど、シーボブがすごいです。シーボブだらけで

す。シーボブというのは、筒状の推進機で海の中を走れる。個人が走れちゃうのですね。

モーターボートに積んでいって、行った先で遊ぶという、若干、水上バイクに似ていると

ころもあるのですけれども、そこら中で走っているような状況を、情報としては得ました。
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その辺も将来的にはあるということも、ご理解ください。 

【河野部会長】  安全対策課長、よろしくお願いいたします。 

【江口安全対策課長】  ご指摘ありがとうございます。私も今年４月に米国フロリダに

視察に行き、シーボブについても実際に、レジャーあるいはレスキューの場面で使われて

いる状況も拝見してきました。また、ＳＵＰについても水中翼で浮揚するようなものまで

含めて、少し目を離すと新しいものが出てきますので、各国の情報についても適宜収集し

ながら進めたいと思います。また、海上保安官も実際に体験をしないと指導も難しいこと

から、最近、各団体のご協力をいただいて現場の保安官がいろんなマリンアクティビティ

を体験して指導に備えるという活動もしておりますので、引き続き、ご指導よろしくお願

いします。 

【田久保委員】  ありがとうございます。 

【河野部会長】  ほかにいかがでございましょうか。工藤委員、よろしくお願いいたし

ます。 

【工藤委員】  今の点に関してなんですけれども、４１ページに書かれているところで、

「免許や検査を要しないものもあるため十分な海事知識を有しない者が利用している状

況」ということなのですが、これについては、今、例えば自転車に関しても、ルールを知

らないで乗っているような人が増えているからということで、いろいろと自助努力で交通

法の基本的な知識を自転車の利用者にも教えたりしているような、それの海事版があると

今のような問題が随分解決されるので、そんなこともご検討いただけると幸いです。まさ

にこれは共助のところになると思いますので、そうなってくると、地方自治体とかの協力

とか、いろんな関係する団体の協力が必要になりますが、おそらく今後は必要になると思

いますので、よろしくお願いいたします。 

【河野部会長】  いかがでしょうか。 

【江口安全対策課長】  ありがとうございます。先ほどご説明申し上げましたマリンア

クティビティごとのセーフティ・スタンダードの策定という取組につきましては、関係の

団体の皆様に集まっていただいて、まさに免許が不要な部分が中心になっていますけれど

も、どうやって安全意識・知識の普及をしていくかという視点で取り組んでございます。

ご指摘の点、非常に重要なポイントですので、現在のところでは、免許不要なものにつき

ましても技術の講習会的なものを展開している団体がたくさんございますので、そことの

連携を図りながら、一律、官側でということも難しいものですから、そういった取組を多
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面的にやっていきたいと思っています。ありがとうございました。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。それでは、北川委員、よろしくお願いいたします。 

【北川委員】  具体的な中身にかかわるご質問じゃないのですけれども、それでもよろ

しいでしょうか。ビジョンの取りまとめの形をちょっとイメージさせていただきたいので

すけれども、今のご説明の中では、今回、今までにはない新たな課題ということで先に説

明をしていただいて、その後に今までやってきた基本的施策の推進のお話をいただいきま

したが、実際に第４次ビジョンを策定するときにもこの流れで記載されるのでしょうか。

というのは、基本的にやらなくてはいけないことがビジョンとしても先で、そういう意味

では基本的施策の推進についての記載が先にあって、その後にそれ以外の、第４次ビジョ

ンではここを重点的に取り組みすよという話が出てきて、基本方針から抜け出た、あるい

は基本方針の延長戦上にあるが、新たな社会の変化であるとか、あるいはオリンピックと

か、そういったトピック的な事項についての話をつけ加えるという形の流れでビジョンを

策定するのか、そのイメージを教えていただければありがたいと思います。それが１点で

す。 

 もう１点は、これもささいな点で大変恐縮なのですけれども、新たな課題というところ

の中で、１点、地域への貢献ではなくて、修正されて、海上交通安全行政の推進を通じた

地域連携・貢献ということで４３ページ目の２－（２）－③でご説明をいただいた箇所に

ついてですが、灯台とか、これまでの海上交通行政にかかわるような、そういうような歴

史的遺産というのは、レガシーも含めて文化的な価値もあるものだから、そういったもの

を保護したり、国民の皆さんに、こういう面で役立ってきましたということをアピールす

ることを通じて地域と連携を図り思想啓蒙につなげたいと、こういうお話があったと思う

のですけれども、この部分、私自身には少し違和感がありまして、行政というのは多面的

でいいとは思うのですけれども、海上交通安全行政自体というよりも、それと付随すると

いう形でこういうことも進めたらいいなあという意味合いぐらいと言ったら非常に失礼か

もしれませんけれども、そういう意味しかないということであれば、それを重点課題と位

置づけてよいのかについても少し気になった次第です。そこのところのご意見を頂戴でき

たらと思います。 

【河野部会長】  事務局の方々、いかがでございましょうか。 

【有馬海上交通企画室長】  まず、１点目のイメージの部分ですけれども、新たな課題
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への対応と基本的施策の順で第４次ビジョンにも記載しようというふうに考えておりまし

た。その趣旨としましては、これまでの施策については引き続きしっかりとやっていく。

ただ、第４次ビジョンの目玉として、といいますか、トピックとしては、新たな施策とし

てこういったことを展開していきますということを強調する意味で、その順に書こうかな

というふうに思っておりました。先生のご指摘がございましたので、そこも踏まえて再度

検討をさせていただきたいと思います。 

 ２点目の地域への貢献の部分でございますけれども、我々としましては、地域の協力な

くして、海上保安行政といいますか、交通行政は進められないというふうに思っておりま

す。確かに付随的なところはあるかとは思いますけれども、やはり地域と連携してやって

いかなきゃいけない。そのためには、地域のために役立つような、交通政策を展開し、積

極的にやっていきたいというふうに考えておりまして、こういった記載ぶりにさせていた

だいております。 

 【河野部会長】  企画課長、よろしくお願いいたします。 

【君塚企画課長】  交通部企画課長の君塚でございます。大変重要なご指摘、ありがと

うございます。地域貢献ということに関して、今、室長から申し上げた点が一つ。地域と

の連携を通じて海上交通安全行政を実現していくということと、灯台は、これまでも、参

観灯台というような形で、燈光会という団体を通じた、そういった思想普及ということも

図っておりますけど、これから、そういった灯台の歴史的・文化的価値というものをベー

スに、これが地域の活性化にも貢献するというプロセスを通じて、いわゆる海上交通安全

思想を普及すると。つまり、そういった取組の中で国民の皆様が、灯台の歴史的・文化的

価値とあわせて、海上交通安全上重要な役割を果たしているということもご理解いただけ

るのかなと、そういった効果も祈念いたしまして、そういうことを通じて国民の皆様が灯

台の必要性をご認識・理解いただければ、それを支援していただけるといいますか。今、

ＧＰＳとか、そういった技術が革新する中でも、灯台の目視による安全の確保というのは

非常に重要であるということを、そういった歴史的・文化的価値の理解を通じてご認識い

ただければと、そういう思いも込めて、海上保安庁は安全行政を所管している部署ですけ

れども、そういった海上交通安全思想が普及するということを通じて、結果的には安全行

政をさらに支える基盤ができるのかなと、そういった思いから、この取組を進めさせてい

ただいているということでございます。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 
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 ほかにいかがでございましょうか。田久保委員、よろしくお願いいたします。 

【田久保委員】  灯台に関してですが、昔は現代のようなＧＰＳ（衛星による地球上の

位置測定システム）がなくて、夜中にヨットで航行しているときに、灯台の光というのは

その光の方向により自分の位置を測定するのですからまさに「命の光」でした。今はＧＰ

Ｓが発達しているので現在地というのは正確に出るには出るのですけれども、灯台そのも

のをよく考えますと、とてもいい景色、要するに、海の上のさまざまな角度から見える場

所にあるわけです。ですから、灯台がある位置というのは、海を見る、いい景色がある場

所で、配布資料にある観光振興支援というところにも、レストランを経営してみてはどう

かとか、アイデアとして入っていますが、欧米では、使われなくなった灯台を宿にして、

とてもいい景色を見られる場所にする文化があります。例えば、昔の日本映画「喜びも悲

しみも幾歳月」に出てくる灯台守ではないですが、そこのホテルのオーナーが泊まってく

れたお客さんと沖行く船を見ながら語り合うとか、それがしいては安全にもつながるので

はないかと思うのです。沖を走っている船が危険な状態であるかどうか、リアルタイムで

見ているわけですから。そういう意味でも灯台をもっと活用してもいいのではないかなと

いうふうに思いました。 

【河野部会長】  企画課長、よろしくお願いいたします。 

【君塚企画課長】  大変貴重なご指摘、ありがとうございます。まさに灯台の観光活用

というところで言いますと、今おっしゃったような、景色がいいというようなことは一つ

あろうかと思います。今、参観灯台というような形で実際に入れたりする場所もあります

けれども、ご指摘のとおり欧米では、例えばイギリスとかフランスなどでは、まさに宿泊

施設として活用したりとか、売店・レストランとしたりというような活用もあります。も

ちろん、灯台の機能、安全性の機能を阻害するものであってはならないと思いますけれど

も、そういったことと整合をとりながら、活用していく。また、そういった活用の中で、

今のご指摘は、灯台から景色を眺めている方が危険に気づくみたいな、まさに灯台という

ものが国民に近くなればなるほど、逆にそういったいろんな視座が出てくると。また、そ

れは結果的には灯台の、安全という本来の目的にも資するというようなこともあろうかと

思っておりますので、そういう意味では、灯台の利活用ということは、そういった安全行

政と絡めたといいますか、そこと両立しながら進めるべきものと考えておりますので、今

のご指摘を踏まえて、そういった方向性も考えていければと思っております。 

【田久保委員】  ありがとうございます。 
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【河野部会長】  ほかに。それでは、庄司委員、よろしくお願いいたします。 

【庄司委員】  解決すべきことや考えなくてはいけないことがたくさんあって、非常に

大変だと思います。今まで出てきたお話の中で、マリンレジャーとか小型船って、結局、

海域の利用、水域の利用を促進していくか、どうやって安全を確保するかというお話かと

思うのですけれども、ぜひとも、使いやすさという点でもご検討いただければありがたい

なと思います。マリンレジャーでも、今いろいろ出てきている新しいものでも、海に親し

んでもらうことで人口を増やして、やっぱり安全が大事だねという啓蒙につなげるという

点でも、すごく難しい手続をとらないとできないということがないといいなと思います。 

 それから、これだけいろいろなことをしていくと、非常に限られた予算、限られた人材

の中で、対応が相当大変だと思います。それで実現していかなくてはいけない中でも、将

来的により良くするためには、やはり教育というものが非常に重要だなと考えます。先ほ

ど一元化の中で管制官の教育というところで少し出てきたかと思うのですけれども、それ

以外にもぜひ、若い保安官の方が勉強する機会をつくれるようなことも、ここに盛り込む

話ではないのかもしれませんけど、加えていただければいいのかなと思います。 

 それから、灯台は、確かに景色がよくて、そこにレストランがあったら非常にすばらし

いのですが、観音崎に行くのは非常に怖いとか、行くまでが大変ですので、そこに至るま

でというのは地域との連携が必要になると思います。そこも含めてやっていかなくてはい

けないことだと思いますので、大変な中でもそれをどう評価していくかも検討が必要かと

思います。非常に盛りだくさんで大変な第４次ビジョンだなと思いながら、聞かせていた

だいていました。 

 また、本来の海上安全の確保ですとか効率化、そこの点については、今、情報の利用と

か、一元化とか、粛々と進めていただいていますので、そこをきちんと評価できるような

体制も整えていただけるとありがたいなと思います。 

 それから、何度か出てきています自動運航ですけど、自動なのか、自律なのか、今、話

題になっています。こういう大型船の自律運航だけではなく、ＡＵＶとか、そういうロボ

ット系のものもたくさん出てきています。もしかしたら海洋レジャーにもつながるのかも

しれませんが、ますます広い利用になっていますので、自律に関しては今はまだ情報収集

と一緒に勉強していくというようなところかなと思いますので、ぜひよろしくお願いしま

す。 

 済みません、中身が膨大なので、いろいろな、雑多になりました。コメントと思ってく
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ださい。ありがとうございます。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 いかがでございましょう。何かお答えございますでしょうか。それでは、企画課長、よ

ろしくお願いいたします。 

【君塚企画課長】  ご指摘ありがとうございます。限られた予算ということは、まさに

そのとおりでございまして、第３次ビジョンもそうなのですが、予算というのはいろいろ

な状況の中でおのずと制約がある。したがって、施策としては、プライオリティーをつけ

ながら措置していかなければいけないと思っております。そういう中でご指摘いただいた

のは教育という視点でございまして、ご指摘のとおり、東京湾の管制一元化が来年１月に

控えているという中で、来年度から保安学校に管制課程を新たに設けるという措置をとり

ました。これはまさに教育課程の中でスキルを身につけるという新たな取組でございます

が、それだけではもちろん足りないということで、しかるべきタイミングごとに、そうい

った研修なり、スキルアップを図る。これは、いろんな技術革新もございますので、そう

いったこともキャッチアップするということと、制度的なことの理解を深めていく、そう

いうことは継続的に必要なことと思っておりますので、これは、ご指摘のとおり、強化し

てまいりたいと思っております。 

 それから、灯台につきましては、まさに行くまでが大変というところもございまして、

自治体との連携ということも必要と思っておりまして、今、観光振興という意味において

は面的ないろんな観光庁の支援制度等もございますが、そういう中で自治体が灯台をその

一つに位置づけて振興を図っていく中で、例えばアクセスの不便性ということを解消して

いくための道路整備であるとか、駐車場であるとか、せっかくの歴史的・文化的灯台も近

づけなければ価値がないということもありますので、その辺は各自治体や地元の関係者と

連携を強化していく必要があろうと思っておりますので、そこも実現してまいりたいと思

っております。 

 自動運航船につきましては世界的にもこれからまさに主流になっていくという流れもご

ざいまして、政府方針の中でも自動運航船への対応ということが掲げられている中で、海

上保安庁としても、そういった新たな動きに対応すべく、もちろん技術的な対応も必要で

すし、制度面でも現行の海上交通関係法令をどう整理していくかというようなことは、海

事局様と連携していきながら、検討をしてまいりたいと思っております。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 
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 ほかにいかがでございましょうか。それでは、安全対策課長、よろしくお願いいたしま

す。 

【江口安全対策課長】  若干の補足ですけれども、委員ご指摘の使いやすさ、水域での

楽しさのような切り口もももちろん重要な側面で、安全とはトレードオフの関係になって

しまう面もありますが、安全と振興ということを両輪で、本日いらしている海事局の方々

とも連携しながらさまざまな施策については共同で検討をしております。委員にもご参加

いただいているスマホの活用の件もしかりですが、トータルでバランスよく進めたいと思

っています。よろしくお願いします。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 室長、よろしくお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  ご指摘、どうもありがとうございました。教育の話ですけ

れども、検討中の施策の２４ページを見ていただきたいと思うのですが、効果的な人材の

育成・確保ということで、我々も第４次ビジョンでは明確に職員の育成というのを挙げさ

せてもらおうと考えております。第３次ビジョンでは管制官だけだったのですけれども、

第４次ビジョンでは全職員の育成ということを掲げて取り組んでいこうというふうに思っ

ております。 

 あと、自動運航船につきましては、海事局のほうと情報交換いたしまして、海事イノベ

ーション部会に委員は参加されていると思いますけれども、そういったところの情報も入

れつつ、海保として何ができるかということを検討しつつ進めていこうというふうに思っ

ております。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 庄司委員、さらに何かありますでしょうか。 

【庄司委員】  大丈夫です。ありがとうございます。 

【河野部会長】  よろしいですか。 

 ほかにいかがでございましょうか。工藤委員、よろしくお願いいたします。 

【工藤委員】  たびたびで申しわけございませんが、ほかの点でざっとコメントです。

今回、自助・共助というのが全面的に出てきているのは、こういった役所の文書にしては

非常に画期的ではないかと思いますが、ほんとうに重要なことなので、ステークホルダー

の皆さんが参加するのだということをしっかり書いていっていただきたいと思います。何

カ所かに出てきますが、ぜひそれを活用していただきたいと思います。そういう意味では、
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これは４１ページの論点の二つ目だと思うのですが、考え方を取り入れる際に考慮すべき

というよりも、取り入れながらステークホルダーの意見を十分に聞いて、それを活用して

いくということを積極的に書き込まれるといいのではないかと思います。 

 あと、先ほど北川委員がおっしゃっていたことと同じようなことを私も事前説明の際に

申し上げたのですが、４３ページの地域連携・貢献というのはおそらく、今の地域創生と

か、そういった中から出てきた言葉遣いなのかなと思うのですが、きょうのお話を聞いて

いますと、私もやはり違和感が残るのです。といいますのは、地域の方や地方自治体に理

解していただいて協力いただくという姿勢は大事だと思うのですけれども、観光資源とし

て利用したいからというのは、あくまでも地元からの発案に、海上保安庁として、あるい

は海事局として応じるというのが当然であって、ちょっとこれは押しつけがましいという

か、若干、上から目線なのかなと。そういう意味では、ちょっとここの言葉遣いを変えた

ほうがいいのかなというふうに思っています。結果的に灯台が重要なアセットになったと

いうことは非常に喜ばしいことですし、それをきっかけとして先ほど田久保委員がおっし

ゃっていたような海事思想とかの普及や実際の安全上に貢献したというのは非常にいいこ

とだと思うのですが、この「推進を通じた地域連携・貢献」というのは若干違和感が残る

ので、ご検討ください。 

 それから、同じようなことですけれども、４４ページの情報というのは非常に、今回の

目玉というか、今後重要になると思っています。データのオープン化とか、この問題に関

しては、使い手がどのようなデータを必要としているのかによって、単にデータがたくさ

んあれば使えるかというと、必ずしもそうではありませんので、ここもやはり必要として

いる民間の方との事前調整とか意見収集を十分に行っていただいて、一体どういうデータ

が必要なのか、それに対してどういうデータを提供できるのかというのをふだんから意見

交換されないと、これは結果的には絵に描いた餅になりますので、そこのところは少しし

っかり書き込んでいただいたほうがいいのではないかなと思っています。これ、実は４４

ページの二つ目のポイントに非常に直結していまして、データが何かあれば自動的にこう

なっていくようなイメージを今思い描いている方が多いのですけど、必ずしもそうではご

ざいませんので、そういう意味では、民間に提供するという姿勢も大事だと思うのですけ

ど、民間から何が必要なのかということをふだんから酌み上げていくということをぜひ盛

り込んでいただきたいと思います。 

 以上です。 
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【河野部会長】  ありがとうございました。 

 今の点、いかがでございましょうか。 

【有馬海上交通企画室長】  貴重なご指摘、どうもありがとうございました。今、委員

からご指摘あった点を踏まえて、文言の修正等をしたいと思います。また、情報につきま

しては、ニーズについてもしっかり把握しておきたいと思いますが、他方でシーズという

面から情報を提供して民間のほうに何らかの活用というのもあってもいいのかなという思

いも持っております。 

 以上でございます。 

【河野部会長】  よろしいでしょうか、工藤委員。 

【工藤委員】  はい。 

【河野部会長】  ほかはいかがでございましょうか。伊藤委員、よろしくお願いいたし

ます。 

【伊藤委員】  いろんな活動が活発になっていくという話の中で、一つは、大型クルー

ズ船の寄港が増加するとか、代替エネルギーといったような危険物搭載船など、海上輸送

が増加していくといったようなことが今後見込まれるというお話がございましたけれども、

そういった中で安全対策は重要だということと、また、こういったものをさらにふやして

いくためには効率性も大事といったような指摘がなされているのですけれども、先ほども

ちょっと言ったのですが、船がふえると事故というのはなかなか避けられない部分はある

ということで、事故数が減っているのは間違いないのですけど、ゼロにするというのは考

えにくいことでございまして、限られた予算の中でどう対策していくかといったようなこ

とを考えた場合に、言葉に語弊があるかもしれないのですけど、事故自体は多少起きるこ

ともあり得ると。ただ、そのときに守るべきは、例えば、人命だったり、環境だったり、

そういったものが最終的に守られることが重要なのじゃないかなということを感じました。

そういったことを考えますと、事故といったところで一旦切ってしまうのではなくて、事

故はいろいろなプロセスの中で起こり得るのだけれども、最終的に人命が喪失したり環境

が汚染されたりとかいったようなところまで至らない防波堤として、保安庁さんの中では

おそらく、人命救助とか、そういった活動を大きくされていて、今回の話し合いのスコー

プには入っていないのかもしれないのですけれども、そういったものも含めて、連携とい

ったセットの考え方で解決できる部分も結構あるのではないかなと、そんなふうに感じま

した。 
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【河野部会長】  今の点、何かお答えございますでしょうか。それでは、企画課長、よ

ろしくお願いいたします。 

【君塚企画課長】  ありがとうございます。ご指摘のとおり、船がふえて、これからそ

ういう環境の中で、もちろん事故は限りなく削減するという努力を続ける一方で、起きた

場合の対応というご趣旨だと思います。何を優先的にやっていくかとか、そういったとこ

ろは、交通部だけではなくて、ほかの部との連携というのは必要不可欠と考えてございま

すので、ご指摘を踏まえて対応をしてまいりたいと思います。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ほかに、ご発言のない委員の先生、いかがでしょうか。大森委員、よろしくお願いいた

します。 

【大森委員】  今の伊藤委員のご発言にも関連するかと思うのですけれども、例えば、

別冊資料の１６ページの大型クルーズ船対応の対策のところで、クルーズ船が迅速に寄港

できる環境の創出となっています。国の方針として、クルーズ船の旅客５００万人を誘致

するというのが一つの政策であるというのはわかるのですが、この部会は海上交通安全行

政を確立していくということですから、第４次ビジョンの中での目的は、そういった部分

において交通安全をどういうふうに担保していくかと、そういう視点でこのご議論を今後

展開していただきたい。我々、海を生業としている小型船に関連する業界ですので、そう

いった面でもお願いしたいということであります。よろしくお願いします。 

【河野部会長】  航行安全課長、よろしくお願いいたします。 

【笠尾航行安全課長】  航行安全課長でございます。ご指摘の点、まさにごもっともだ

と思いますので、そういった視点を持っていきたいと思います。資料１６ページですけど、

こちらのほうの資料も若干修正かなと思いましたので、資料も修正したいと思っています。 

 以上です。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ほかに。それでは、磯田委員、よろしくお願いいたします。 

【磯田委員】  私自身、ここに書かれてあることを全て完全にダイジェストできている

わけじゃないので、ちょっとお伺いしたいのですけれども、先ほどのデータの使い方とも

関係してくると思うのですが、例えば、事故に関するデータであるとか、あるいは船体の

不備にかかわるようなデータ等々の蓄積がある程度あると思うのですけれども、そういっ

たものを使って事故あるいは異常な事態の予兆の検知能力を上げるみたいな、そういった



 -32-

観点から安全に対して対応していこうといったような考え方って、どこかにあるのでした

っけ？ あるいは、船と陸とがその情報を共有するとか、そういった観点って、どこかに

書かれているのでしたっけ？ 

【河野部会長】  いかがでしょうか。それでは、企画課長、よろしくお願いいたします。 

【君塚企画課長】  ご指摘ありがとうございます。資料で言いますと、別冊の４３ペー

ジをごらんいただきますと、今のご指摘は、事故の未然防止の一つとして、そもそも事故

が起こることをあらかじめ予測するというご指摘だと思いますが、そういった船舶動静予

測機能の技術開発というところも進めてございまして、これはまだ引き続き精査が必要な

部分はございますけれども、一つは、これまでのビッグデータをベースに事故が起こる環

境をあらかじめ予測するということ。また、さらに進んで、ここにＯＺＴ（航行妨害ゾー

ン）と書いてございますが、これは、以前、今津先生から提唱された考え方でございまし

て、これを行政に取り入れていこうというようなことで、今、技術開発というものを進め

てございます。これをできる限り早い段階で実証的な取組を経て、まさに事故を予測する

ということも、いろんな技術、高度な技術というものを活用できるという観点から、日々

そういった取組を進めておりますので、また、有識者の皆様のご意見も賜りながら、そう

いった、より高度なシステムがあるかどうかということも検証してまいりたいと思ってお

ります。 

【磯田委員】  ありがとうございました。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

 よろしゅうございますでしょうか。もしほかにご発言ないようでしたら、引き続き、次

の第３項目の海難の定義見直しについて、事務局から現状のご報告をお願いしたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

【小林主任官】  ５６ページをお願いいたします。海難の定義見直しでございます。事

故隻数が約８割を占める小型船舶の安全対策というものをさらに効果的に行うため、平成

２８年４月１日に海上保安庁に安全対策課というものを設置しております。これによりま

して、海難の調査・分析から対策の検討、情報発信までの一連のプロセスを安全対策課で

体系的に実施できる体制を構築しております。これまでの海難は、社会的な損失というも

のの軽重に関係なく一律に扱っておりましたが、今後は、海難定義を見直しまして調査・

分析を行い、より効果的な対策を講じ、海難の減少につなげていきたいと考えております。 
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 ５７ページをお願いいたします。現在の海難の定義でございますが、海難の軽重は関係

なしに、海上保安庁が認知した海難を一律に海難としております。今後は、損害または危

険が生じた事案をアクシデントに区分し、それ以外をインシデントに区分し、対策の重点

化を図ってまいります。重点化した対策につきましては、アクシデントの減少というもの

を重点化して、自己救助対策の促進から、アクシデントからインシデントへ移行していき

たいと考えております。また、小型船舶の定義でございますが、現在の海難の定義では、

全てのプレジャーボート、漁船、遊漁船というものを小型船舶としておりましたが、今後

は、２０トン未満のプレジャーボート、漁船、遊漁船を小型船舶としたいと考えておりま

す。 

 引き続きまして、５８ページをお願いいたします。人身事故につきましても、軽重なし

に当庁が認知した海難を一律に人身事故と取り扱っておりましたが、今後は、死傷者が発

生したトラブルを人身事故とし、それ以外のものをその他の人身に係るトラブルと区分し

て、対策の重点化を図ってまいりたいと思います。人身事故の減少、特に死傷発生リスク

の高い遊泳中または釣り中の事故の減少を推進してまいりたいと考えております。 

 海難定義の見直しについては、以上でございます。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ただいま事務局から、３の海難の定義見直しについてのご説明がございました。委員の

先生方から、特段のご意見、ご質問がございましたら、お願いしたいと思います。よろし

くお願いいたします。 

 それでは、交通部長、よろしくお願いいたします。 

【八木交通部長】  済みません、今じゃないのかもしれませんけれども、せっかくなの

で、一言お話をさせていただきます。今回の会議は交通部でやっておりまして、その部長

なので、改めて委員の先生方に厚く御礼を申し上げたいと思います。 

 まずは、非常に分量が多過ぎるというふうに、皆様、内心思っていらっしゃると思いま

すが、その点をお詫びしたいとと思っております。従来から先生方に３回でご審議いただ

いているため、どうしても今日はここまでやらなくてはならないということで、事前に説

明に行かせていただいてはいるのですが、大変無理なスケジューリングとさせていただい

て、申しわけありません。気がついたことがあれば、メール等でもご意見をいただけるよ

うにしたいと思っておりますので、そういうことでお許しいただけたらと思います。 

 さて、今日の議論について、若干補足させていただきたいことをまとめて手短に申し上
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げたいと思います。最初に工藤先生からいただいた計画期間については、実は、第３次ビ

ジョンが平成２５年１０月にできていて、年度途中にかなり入っていて、かつ「おおむね

５年」とかいう言い方をしているものですから、何年から何年かの点が若干曖昧なところ

があります。ですから、今回の第４次ビジョンではそこをきっちり決めたいと思っており

まして、今日のような案を提示いたしました。 

 それから、伊藤先生がおっしゃっていた、船舶数の減少に伴って、海難も比例して減る

かもしれないというご指摘ですが、我々の認識としては、今でも海難の対策はかなりやっ

ているものですから、雑巾と同じで半分ぐらい水は絞れているので、ここから絞るのはき

つくなってくる状況だと考えています。ビジョンの目標の平成４１年に半減というのに向

けて、これからいよいよ減らすのが難しくなってくるという認識です。ですから、そうい

う意味でまさにきょうご議論いただいたような対策を今まで以上にやっていかないといけ

ないということなので、船舶数は確かに減ってはいるのですけれども、それ以上にここで

知恵をいかに絞るかというのがすごく大事だというふうに思っているというのが、２点目

です。 

 それから、北川先生が言われた従来施策と新規施策の関係のところですが、確かにおっ

しゃるとおり、従来からやっている、ふくそう海域の安全対策などをまずやるのはもちろ

んなのですけど、ビジョンというような場では、それだけだとおもしろくないというのが

あって、今日言っていた新施策みたいなものを打ち出して、特に観光の話とか情報化のよ

うな今まであまり言われていない、これから新たに打ち出しにいく施策をうまくプレーア

ップしたいなと思っています。交通ビジョンの目標は、この審議会で先生方からご意見を

いただいて施策をつくるのが第1の目的ですけれども、これを１,４００人いる我が交通部

の全国のスタッフに伝えるというのも、実は大事な役割としてあります。その上で、国民

の方々にわかりやすく海保の交通安全施策をご理解いただきたいというのもあります。そ

のとき普通の施策だけだとアピールが弱いというところをちょっと気にしているものです

から、少し工夫をさせていただきたいというのが、こちらの気持ちです。先ほど観光と安

全の関係についてのご議論もあって、実は、それは我々幹部の中でも意見がちょっとずつ

違うのですけれども、その辺のことがあって私が無理なことを言って少しギラつく表現に

したところがどうしてもひっかかるということだと思いますので、ちょっと反省した上で

適切に進めたいなというふうに思っております。 

 いずれにしても、今回のビジョンにおいては、このような新たな施策をしっかり出して



 -35-

いきたいと思います。例えば灯台の観光なんかも、いくら海保で灯台を磨いても、自治体

がアクセスの整備をやってくれないとうまくいかないので、その辺のところはしっかりと

連携すべきと思います。灯台といういいものがあるから、これを生かせるように、今まで

あまりやってなかった分野もやれるようにしたいなという気持ちがあります。その辺を踏

まえて、ぜひいいビジョンをつくっていきたいと思いますので、引き続き、大変無理なス

ケジュールですが、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上、補足をさせていただきました。 

【河野部会長】  ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 私も、一言発言させていただきたいと思います。海上保安庁のお仕事にはたくさんの要

素があって、一つ一つへのご対応が難しいと思います。とはいえ、本日のご説明から、今

日海上の安全を考えるとき、2つの側面があるように思いました。一つは新しい技術を使っ

た大きな船がふえてきて、しかもそれは、水素とか、洋上の天然ガスのバンカリングのよ

うな、新しい技術で新しい危険を生むような大きい船がふえているということです。こう

した新たな現象と新しい技術への対応というのがおそらくこの第４次ビジョンですごく必

要になってくると思います。ぜひ新しい技術というのを十分に研究していただいてビジョ

ンをつくっていただきたいと思います。他方、先ほど交通部長がおっしゃったように、事

故の件数を現在の件数からどれだけ減らすかというときに、プレジャーボートですとか、

今日話題になりました新しいマリンレジャーのようなものの事をどれだけ減らせるかとい

うことが大事だと思います。こういう海の使い方をする方々の事故を減らすにはどれだけ

細かく対応するかが、とても大変なことだと思います。そうすると、やはり不可欠なのは、

地域の方と連携して、例えばアドバイザーとか、いろんな方を養成して細かく対応すると

いうことだと思います。そのために、灯台もそうでしょうし、マリンレジャーとか、先ほ

どおっしゃった、保安官の方たちがレジャーを実際に体験するとか、そういう一つ一つが

おそらく地域の方と触れ合う場になっていくと思います。私の感触としては、そのような

機会を持つことが地域との連携につながるのではないかという意味で大事なことだと感じ

ました。多岐にわたる業務で大変かもしれないのですけれども、そのあたりも大事にして

いただくほうがいいのではないかという印象を受けました。 

 済みません、司会が話して申しわけなかったのですが、ほかに何かございますでしょう

か。 
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 それでは、先ほどご発言もございましたように、ご意見をさらにということでしたら、

事務局のほうに、メールでも、いろんな手段でご連絡をいただければと思います。きょう

は、いろいろご意見をいただきまして、ありがとうございました。 

 事務局におかれましては、本日の審議を踏まえまして、次回の審議の資料の作成をぜひ

お願いしたいと思います。 

 それでは、本日の全ての審議がこれで終了いたしましたので、進行を事務局にお返しし

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

【有馬海上交通企画室長】  部会長、どうもありがとうございました。 

 本日は、長時間のご審議、どうもありがとうございました。審議スケジュール案を配布

させてもらっておりますけれども、第２回の会合は１月下旬ごろを予定しております。具

体の日程につきましては、別途、調整させていただきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。今、部会長からもありましたけれども、次回は、中間取りまとめ案をご提

示させていただいて、それをご審議いただくことにしておりますが、今日いただきました

ご意見等を踏まえまして資料を作成し、事前に委員の方々にはお知らせさせていただきた

いと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 本日の議事録につきましては、作成次第、各委員にご確認していただきまして、国土交

通省ホームページに掲載させていただきたいと思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、これをもちまして第９回船舶交通安全部会を終了いたします。本日は、どう

もありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


